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ＵＲ賃貸住宅に係る問題点とその背景① 

■四大都市圏への人口流入圧力の減少 

■高度経済成長期に四大都市圏を中心に大量に不足していた良
質な賃貸住宅を供給（特に、昭和４０年代から５０年代前半に
かけては、国の政策として大量の賃貸住宅を短期間に供給させ
るため、用地が確保しやすい比較的郊外部に大規模団地を建
設） 

背景 

54 

問題点 

■現時点では、交通の便が悪い、老朽化している、バリアフ
リーに対応していない、専有面積が狭い、地域自体の魅力の低
下など、市場ニーズに合わないストックを抱えている。 

■住宅不足に対応して中堅所得者にある程度無理なく負担でき
る低廉な家賃（原価家賃）で住宅を供給するというかつての政
策目標は既に失われている。 

■高度経済成長期に多数入居した中堅所得層の勤労者世帯がそ
のまま長期間に渡って継続居住（平均居住年数は１１年８ヶ月
であるが、居住年数２０年～３０年未満の者が１２．９％、３
０年以上の者が９．６％を占める。） 

■居住者の高齢化が進展（世帯主年齢が６５歳以上の者が約３
割を占めている） 
 

■退職に伴って、収入の主体が年金となる等により、所得水準
が低下（世帯所得が第１分位の者が約半数を占めている） 

ス
ト
ッ
ク 

居
住
者 

■平成１１年から市場家賃化（近傍同種家賃） 

■従前居住者に対して家賃減額措置を講じているが、改定時に
おける市場家賃と現行家賃の差額のうち一定額を埋めるルール
になっていることから、現時点でも募集家賃と継続家賃に差が
生じている（平成２０年度までの累計で約１，０００億円、平
成２１年度単年では４５億円）。 

家
賃 

■高齢者向け優良賃貸住宅の供給に際し、民間事業者は市場家
賃との差額について国と地方公共団体から１／２ずつ補助が行
われるが、ＵＲが供給する場合、差額の１／２は国から補助が
行われるものの、残る１／２はＵＲ負担となっている。 

■高齢者向け優良賃貸住宅の供給戸数を増加させるほど、ＵＲ
が負担する家賃減収額が拡大 
（平成２０年度は２０，５００世帯で３６億円）） 
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ＵＲ賃貸住宅に係る問題点とその背景② 

■長期固定（償還期間３０年）の財政投融資資金を建設資金と
して活用するとともに、建設費及び維持管理費を７０年間で償
還（建物は家賃収入から、土地は事業終了時点で譲渡代金か
ら）するというビジネスモデルで運営 

背景 
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問題点 

■必然的に財投の借り換えが必要となっている。 

■長期・低利の財政投融資からの借入金（平成２０年度末残
高：１０兆６，７８５億円）を中心とした賃貸住宅経営 

■財務支出（支払利息）が家賃収入の１／３程度を占めてお
り、経常利益を大きく圧迫している。 
 

■今後、市場金利が上昇した場合、更に多額の利払いを余儀
なくされ、額によっては事業として持続不可能となるおそれ。 
 

■国の財政事情の悪化に伴い、財政投融資が今後とも継続し
て措置される保証はない。一方で、借入金の額が極めて多額
であり、完全に民間資金で置き換えられることも想定し難い。 

経
営 

■収入：都心部の新築ほど高く、郊外部の古い住宅ほど低い。 
■支出：築年数が古いほど修繕費が増加。減価償却費は均等。 

■都心部にある築年数が新しい住宅の収益で郊外部にある築年
数の古い住宅の赤字を埋めている内部補助の構造となっている
（ただし、賃貸住宅事業全体としては収益を上げている。 ）。 

■賃貸住宅は７０年償却となっているが、現実には５０年程度
で建替えを行っている住宅が存在 

■建替えに伴い、建物除却損を計上している。資産評価に現実
が反映されていない。 

■継続管理を行った場合の費用を計上した上で、キャッシュフ
ローの割引現在価値が正となることが建替を行う判断基準 

■建替投資の判断に際して、除却損の計上など経営全体への影
響が考慮されていない。 
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ＵＲ賃貸住宅に係る問題点とその背景③ 

背景 
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問題点 

経
営 

■平成１６年のＵＲ設立時の時価評価により、賃貸住宅部門で
は多額の含み益（２兆９，５００億円）が生じたが、ニュータ
ウン部門を中心として多額の含み損を計上した結果、法人全体
では７，２８８億円の繰越欠損金を計上。 

■公団本体の定員削減の圧力を受け、公団自らではまかないき
れない住宅管理業務等について、関係法人を設立し、アウト
ソーシングを進めてきた。 

■関係法人との間で随意契約を締結しているが、真に効率的な
経営につながっているのか。（公的賃貸住宅として必要とされ
る水準以上の維持管理等を行っているのではないか。） 

■ 民間を補完するという観点から、民間事業者では採算性が

劣るために供給されにくい高齢者や子育て世帯向けの賃貸住宅
を供給することを目標としている。 

■収益を上げにくい経営構造の中で、繰越欠損金を自力で解消
することを求められている（平成３０年度までに解消すること
を目標としている。）。 

■ニュータウン部門等からなる経過勘定については、既に事業
を終息させることが決定しており、そもそも利益を生み出せる
構造ではないことから、毎年損失を計上している。 

■経過勘定の債務超過を解消するため、賃貸住宅管理を含む都
市再生業務の運営に支障のない範囲ではあるものの、利益の繰
り入れを行っている。（平成２０年度は３９６億円） 

■公的機関であることを理由としてさまざまな負担を余儀なく
されているのではないか。（参考：平成２０年度におけるＵＲ
負担の家賃減額措置は１３９億円） 

■独立行政法人は独立採算で事業を行う国の政策実施機関とい
う制度設計であるが、現実には従来の特殊法人の継承という要
素も強く残っている。 

■資金調達をＵＲ全体で行っているため、結果として、賃貸住
宅部門では公団時代以上に負債や欠損金を負担している形に
なっている。 
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